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マンション再生等手法の比較検討マニュアル（案）
マンションの建替えに向けた合意形成に関する

マニュアル（令和４年３月改訂）

第１章 マンション再生等の概略

１．本マニュアルの位置づけ

（１）マンションの再生等について
（２）本マニュアルについて 
（３）他のマニュアルとの関係
（４）本マニュアルの構成

２．法改正の概要

（１）新たな再生等の手法の創設
（２）集会の決議の円滑化
（３）マンション等に特化した財産管理制度
（４）国内管理人の選任
（５）管理組合法人による区分所有権等の取得 
（６）決議要件の緩和
（７）除却等に関する認定
（８）再生等決議がされた場合の賃貸借等の終了

３．再生等の進め方と各手法の概要

（１）再生等の進め方
（２）再生等の手法の概要

（新設）
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マンション再生等手法の比較検討マニュアル・目次案（１／３）

新規

○ 改正マンション関係法改正により新たな再生等手法が創設されたことに伴い、区分所有者の円滑な合意形成のためには、最初から特定の再生等手法あ
りきで検討を行うのではなく、区分所有者のニーズ等を踏まえた再生等手法の比較検討の重要性を明記。

○ 区分所有者による円滑な合意形成の促進の観点から、改正マンション関係法改正により措置された合意形成上重要なポイント（集会決議の円滑化、
決議要件の緩和等）に関する概要を記載。

○ その他、各再生等手法の違いを整理、解説。

統合再編

○ 本マニュアルに基づく比較検討の対象となり得るマンションの再生
等手法の全体像について解説。

○ 集会決議の円滑化のための新たな措置（国内管理人等）の
活用について解説【論点４】。

○ 多数決要件を引き下げることができる客観的事由について解説
【論点３】。

○ 今回の法改正に伴う要除却認定の見直しについて解説【論点
９】。

○ 賃貸借等終了請求の手続き等について解説【論点５】。



マンション再生等手法の比較検討マニュアル（案）
マンションの建替えに向けた合意形成に関する

マニュアル（令和４年３月改訂）

第２章 推進決議までの合意形成の進め方の解説

概論：推進決議までの合意形成の基本的な進め方 
（１）合意形成の段階－３つの段階
（２）合意形成の活動－４つの手順
（３）再生等決議までの合意形成の基本プロセス

１．ステップⅠ 準備段階：再生等の提起のための検討

［１］有志による勉強会の発足【手順Ａ】
［２］再生等の情報の収集【手順Ｂ】
［３］再生等に関する基礎的検討【手順Ｃ】
［４］再生等の検討の提起と管理組合としての検討の合意【手順Ｄ】

２．ステップⅡ 検討段階：再生等の構想とその必要性の検討

［５］管理組合における検討組織の設置【手順Ａ】
［６］専門家の選定【手順Ｂ】
［７］再生等の構想の策定と再生等手法の比較検討【手順Ｃ】

（１）現状把握、要求改善水準の設定
（２）改修と建替えの比較検討
（２）-１ 改修による対応可能性の検討
（２）-２ 建替えの基本構想の検討 

（３）その他の再生等手法の比較検討
（３）-１ 建物更新の検討
（３）-２ 建物敷地売却の検討

（４）再生等手法の判断 

［８］再生等推進決議（再生等を計画することの合意）【手順Ｄ】

第１章 建替え決議までの合意形成の進め方

概論：建替え決議までの合意形成の基本的な進め方
（１）合意形成の段階－３つの段階
（２）合意形成の活動－４つの手順
（３）再生等決議までの合意形成の基本プロセス

１．ステップⅠ 準備段階：建替えの提起のための検討

Ⅰ－１ 有志による勉強会の発足【手順Ａ】
Ⅰ－２ 建替え情報の収集【手順Ｂ】
Ⅰ－３ 建替えに関する基礎的検討【手順Ｃ】
Ⅰ－４ 建替えの検討の提起と管理組合としての検討の合意【手順Ｄ】

２．ステップⅡ 検討段階：建替え構想と建替えの必要性の検討

Ⅱ－１ 管理組合における検討組織の設置【手順Ａ】
Ⅱ－２ 専門家の選定【手順Ｂ】
Ⅱ－３ 建替え構想の策定と建替えか修繕・改修かの検討【手順Ｃ】

Ⅱ－４ 建替え推進決議（建替えを計画することの合意）【手順Ｄ】
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マンション再生等手法の比較検討マニュアル・目次案（２／３） 統合再編

充実

○ マンションの実態を踏まえて再生等手法を比較検討、判断するた
めの考え方と、推進決議を行うまでの一般的な手順（基本プロセ
ス）について、新たな再生等手法が創設されたことを踏まえて内
容を充実。

○ 建替えを第一候補手法とする「再生等手法の比較検討の基本
的フロー」に従った具体的手順を記載。

○ 建替えか改修かの判断については、現行の「マンションの建替え
か修繕かを判断するためのマニュアル」の内容を一部移設。



マンション再生等手法の比較検討マニュアル（案）
マンションの建替えに向けた合意形成に関する

マニュアル（令和４年３月改訂）

（削る）

（削る）

参考資料
参考資料１．専門家による老朽度判定の基準
参考資料２．
改修グレード・費用算定項目（見積発注項目）確認チェックシート

３．ステップⅢ 計画段階：建替え計画の策定

Ⅲ－１ 管理組合における計画組織の設置【手順Ａ】
Ⅲ－２ 専門家（及び事業協力者）の選定【手順Ｂ】
Ⅲ－３ 建替え計画の検討と意見交換による計画の調整・修正【手順Ｃ】

Ⅲ－４ 非賛成者等への対応【手順Ｃ】
Ⅲ－５ 関係地方公共団体及び近隣住民との協議【手順Ｃ】
Ⅲ－６ 建替え決議（建替え計画を前提とした建替えの合意）【手順Ｄ】

第２章 建替え決議後の合意形成の進め方

概論：建替え決議後の建替事業の基本的進め方

１．ステップⅠ 建替え組合の設立段階

Ⅰ－１ 建替組合の設立 
Ⅰ－２ 建替え不参加者への売渡し請求

２．ステップⅡ 権利変換段階

Ⅱ－１ 権利変換計画の策定・認可 
Ⅱ－２ 権利変換 

３．ステップⅢ 工事実施段階

Ⅲ－１ 実施設計の確定と建替え工事の実施 

４．ステップⅣ 再入居と新管理組合の設立段階

Ⅳ－１ 再入居と新管理組合の設立

（新設）
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マンション再生等手法の比較検討マニュアル・目次案（３／３）

②マンション再生実務マニュアルに移設

新規

統合再編



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．マンション再生実務マニュアル



マンション再生実務マニュアル（案）
マンション建替え実務マニュアル（単棟型編）

（令和６年４月（案））

序章 本マニュアルの目的と位置付け

０．１ 本マニュアルの目的
０．２ 本マニュアルの位置付け 

第１章 マンション再生の基本と進め方 

１．１ 用語の定義 
１．２ マンション再生に係る法律 
１．３ マンション建替事業と市街地再開発事業の比較 
１．４ マンション再生事業の基本的な進め方

第２章 マンション再生のプロセス・法定手続き

２．１ 推進決議～再生決議（建替え決議又は更新決議）までの進め方

２．１．１ 推進決議までの合意形成の基本的な進め方
２．１．２ 管理組合における計画組織の設置
２．１．３ 専門家（及び事業協力者）の選定
２．１．４ 再生計画の検討と意見交換による計画の調整・修正

２．１．５ 非賛成者への対応
２．１．６ 関係地方公共団体及び近隣住民との協議
２．１．７ 再生決議（再生計画を前提とした再生の合意）

序章 本マニュアルの目的と位置付け

１ 本マニュアルの目的
２ 本マニュアルの位置付け 

第１章 マンション建替えの基本と進め方 

１．１ 用語の定義 
１．２ マンション建替えに係る法律 
１．３ マンション建替事業と市街地再開発事業の比較 
１．４ マンション建替事業の基本的な進め方

第２章 マンション建替えに係る法律上の手続き 

（新設）
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マンション再生実務マニュアル・目次案（１／７）

○ 推進決議までの進め方の全体像を整理している「マンション再生
等手法の比較検討マニュアル」とも連動しながら、本マニュアルでは、
推進決議以降の進め方の全体像を記載している旨を記載。

現行の「マンションの建替えに向けた合意形成に
関するマニュアル」から移設。

更新新規

○ 「マンション再生等手法の比較検討マニュアル」で記載している推
進決議までの合意形成の進め方も含め、検討の進め方の全体像
を記載。



マンション再生実務マニュアル（案）
マンション建替え実務マニュアル（単棟型編）

（令和６年４月（案））

２．２ 再生決議の法定手続き
２．２．１ 再生決議前の準備
２．２．２ 区分所有法に基づく再生決議
２．２．３ 再生決議の成立要件と決議において定めるべき事項

２．２．４ 再生決議成立から再生合意までの手続き

２．３ マンション再生円滑化法に基づく事業実施の手続き
２．３．１ マンション再生円滑化法に基づく事業実施のフロー

２．３．２ 再生組合の設立と組織・運営
２．３．３ 権利変換計画の策定及び認可
２．３．４ 再生前マンションの明渡しから再生組合の解散まで

２．４ 登記
２．４．１ 不動産登記の基本事項
２．４．２ マンション再生事業における登記手続き
２．４．３ 登録免許税の免税措置・軽減措置

２．５ 再生事業に必要な許認可等
２．５．１ 除却等の必要性に係る認定（要除却等認定）
２．５．２ 建築確認と権利変換計画との関係
２．５．３ マンション建替型総合設計制度（容積率等の特例）

２．５．４ 開発許可
２．５．５ その他

２．１ 区分所有法に基づく建替え決議
２．１．１ 建替え決議集会の招集に関する手続き

２．１．２ 建替え決議の成立要件と決議において定めるべき事項

２．１．３ 建替え決議成立から建替え合意までの手続き

２．２ マンション建替円滑化法に基づく事業実施の手続き
２．２．１ マンション建替円滑化法に基づく事業実施のフロー

２．２．２ 建替組合の設立と組織・運営
２．２．３ 権利変換計画の策定及び認可
２．２．４ 施行マンションの明渡しから建替組合の解散まで

（新設）

（新設）
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マンション再生実務マニュアル・目次案（２／７）

○ 建物更新決議後の売渡し請求の時価の考え方について追記
【論点６】。

○ 賃貸借終了請求等の手続について追記【論点５】。

更新新規

新規

○ 不動産登記政令の改正を踏まえた登記手続を追記【論点７】。

○ R8年度税制改正要望の結果を踏まえて追記。

現行の第３章３．２から移設

○ 許認可等に関する申請者側での留意事項を記載。

○ 要除却等認定に関連して、今回の法改正により、要除却等認定
マンションの建替え又は更新を行う場合には、特定行政庁の許可
による高さ制限の特例が追加された旨を記載。

○ 令和７年内に発出予定の高さ制限の緩和に係る技術的助言
（許可準則）の内容についても盛り込む予定。



マンション再生実務マニュアル（案）
マンション建替え実務マニュアル（単棟型編）

（令和６年４月（案））

第３章 区分所有者の個別対応や関係権利者との調整等に係る実務
３．１ 区分所有者の個別事情への対応
３．１．１ 再生決議に至るまでの合意形成の要点
３．１．２ 再生決議までの合意形成過程における個別事情への対応

（１）～（４）略

（５）行方不明者の問題への対応
（８）外国人（居住者の場合、不在（外国に居住）の場合）への対応

 （９）略

３．１．３ 未賛同者（非賛成者）等への対応

３．２ 関係権利者との調整
３．２．１ 抵当権者との調整
３．２．２ 借家権者との調整
３．２．３ 配偶者居住権や使用借権について
３．２．４ 底地権者との調整
３．２．５ 隣接施行敷地権者との調整
３．２．６ 保留敷地取得予定者との調整
３．２．７ その他の関係権利者との調整

３．３ その他
３．３．１ 近隣住民との調整
３．３．２ 管理組合の設立と規約・長期修繕計画の作成等

（新設）
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マンション再生実務マニュアル・目次案（３／７） 更新新規

○ 今回の法改正で創設された賃貸借や使用貸借の終了請求や、
配偶者居住権の消滅請求について追記するとともに、これらの制
度を踏まえた調整の進め方や留意点について追記【論点５】。

○ 今回の法改正に伴い、底地権や隣接施行敷地権を建替え後の
マンションの区分所有権に権利変換が可能となった旨を追記する
とともに、これらの改正を踏まえた調整の進め方や留意点について
追記。

現行の第４章から移設・充実

○ 行方不明者への対応として、今回の法改正で創設された、所在
不明者の除外決定、所在者不明専有部分財産管理制度につい
て追記するとともに、これらの制度の活用方法や留意点を追記【論
点４】。

○ 国外区分所有者への対応として、今回の法改正で創設された、
国内管理人制度について追記するとともに、この制度の活用方法
や留意点を追記【論点４】。



マンション再生実務マニュアル（案）
マンション建替え実務マニュアル（単棟型編）

（令和６年４月（案））

第４章 再生実施計画の策定実務（建替え編）

４．１ 建替え計画
４．１．１ 計画条件の調査・把握
４．１．２ 区分所有者の状況と意向等の調査
４．１．３ 建替え方法の検討

４．２ 事業計画の作成
４．２．１ 事業計画の策定内容
４．２．２ 再生後マンションの設計
４．２．３ 行政手続き・各種法適合に係る申請
４．２．４ 資金計画の検討

４．３ 権利変換計画の作成
４．３．１ 権利変換計画案の検討
４．３．２ 評価・補償
（１）再生前マンションの評価
（２）再生後マンションの評価
（３）補償
（４）再生前マンションの明渡し

第５章 再生実施計画の策定実務（建物更新編）

５．１ 建物更新計画
５．１．１ 計画条件の調査・把握
５．１．２ 区分所有者の状況と意向等の調査
５．１．３ 建物更新方法の検討

５．２ 事業計画の作成

５．３ 権利変換計画の作成

（新設）
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マンション再生実務マニュアル・目次案（４／７） 更新新規

新規

○ 自主建替えの基本的な考え方、留意事項、実事例等に関する
記載を充実。

○ 事業計画及び権利変換計画の作成実務について、建替えと異
なる点を中心に解説。

○ 今回の法改正により創設予定である、住宅金融支援機構
（JHF）による建物更新に対する融資制度の概要を追記。

新規



マンション再生実務マニュアル（案）
マンション建替え実務マニュアル（単棟型編）

（令和６年４月（案））

（削る）

（削る）

第３章 マンション建替円滑化法に基づく認可等 

３．１ マンション建替円滑化法に基づく認可の行政実務
３．１．１ 建替組合の設立に係る認可
３．１．２ 権利変換計画に係る認可

３．２ 建替事業に必要なその他の許認可等
３．２．１ 除却の必要性に係る認定（要除却認定）
３．２．２ 建築確認と権利変換計画との関係
３．２．３ 総合設計制度
３．２．４ 開発許可
３．２．５ その他

第４章 建替え実施計画の策定実務
４．１ 計画条件の調査・把握
４．１．１ 建物の老朽度調査
４．１．２ 法規制等の確認
４．１．３ 物理的な制約に関する調査
４．１．４ 不動産市況の確認
４．１．５ 施行マンションの権利関係等の調査
４．１．６ 規約の把握

４．２ 区分所有者の状況と意向等の調査
４．２．１ 区分所有者の状況の把握
４．２．２ 区分所有者の意向の把握

４．３ 建替え等と修繕・改修との比較検討

9

マンション再生実務マニュアル・目次案（５／７） 更新新規

削除

○ 「３．１ マンション建替円滑化法に基づく認可の行政実務」は、
「⑧マンション再生事業等に関する認可等マニュアル」に移設し、
記載を充実。

○ 「４．３ 建替え等と修繕・改修との比較検討」は、「①マンショ
ン再生手法の比較検討マニュアル」に移設し、記載を充実。

第２～５章に移設



マンション再生実務マニュアル（案）
マンション建替え実務マニュアル（単棟型編）

（令和６年４月（案））

（削る） ４．４ 建替え方法の検討
４．４．１ 同一敷地での単棟型マンション建替え
４．４．２ 隣接地等を活用した単棟型マンション建替え
４．４．３ その他の留意事項
４．４．４ 事業性向上の方策
４．４．５ 自主建替え

４．５ 事業計画の作成
４．５．１ 事業計画の策定内容
４．５．２ 施行再建マンションの設計
４．５．３ 行政手続き・各種法適合に係る申請
４．５．４ 資金計画の検討

４．６ 権利変換計画の作成
４．６．１ 権利変換計画案の検討
４．６．２ 権利変換基準

４．７ 評価・補償
４．７．１ 施行（従前）マンションの評価
４．７．２ 施行再建マンションの評価
４．７．３ 補償
４．７．４ 施行マンション等の明渡し

４．８ 登記
４．８．１ 不動産登記の基本事項
４．８．２ マンション建替事業における登記手続き
４．８．３ 登録免許税の免税措置・軽減措置

４．９ 区分所有者の個別事情への対応
４．９．１ 建替え決議に至るまでの合意形成の要点
４．９．２ 建替え決議までの合意形成過程における個別事情への対応

４．９．３ 未賛同者（非賛成者）等への対応

10

マンション再生実務マニュアル・目次案（６／７） 更新新規

第２～５章に移設



マンション再生実務マニュアル（案）
マンション建替え実務マニュアル（単棟型編）

（令和６年４月（案））

（削る） ４．10 関係権利者との調整
４．10．１ 抵当権者との調整
４．10．２ 借家権者との調整
４．10．３ その他の関係権利者との調整

４．11 建替え手法に応じた関係権利者との調整
４．11．１ 底地権者との調整（借地権設定型のマンション建替えの場合）

４．11．２ 隣接地を活用する場合の隣地所有者との調整
４．11．３ 保留敷地取得者との調整

４．12 近隣住民との調整
４．12．１ 近隣に及ぼす影響と近隣説明
４．12．２ 近隣説明会の開催
４．12．３ 建築紛争の調整（あっせん・調停）

４．13 管理組合の設立と規約・長期修繕計画の作成等
４．13．１ 管理組合の設立
４．13．２ 規約の作成
４．13．３ 長期修繕計画の作成
４．13．４ マンションの管理に関する認定制度
４．13．５ 重要事項説明
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マンション再生実務マニュアル・目次案（７／７）

第２～５章に移設

更新新規



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．マンション等売却実務マニュアル



マンション等売却実務マニュアル（案）
マンション敷地売却ガイドライン

（令和４年３月改訂）

序章 本マニュアルの目的と位置づけ

０．１ 本マニュアルの目的
０．２ 本マニュアルの位置づけ 

第１章 マンション等売却の基本と進め方 

１．１ 用語の定義
１．２ マンション等売却事業に係る法律 
１．３ マンション等売却事業の基本的な進め方

（削る）

（削る）

はじめに

○ガイドラインの目的・位置付け

○マンション敷地売却の基本プロセス

ステップⅠ：準備段階

①勉強会の発足
②情報の収集
③基礎的検討
④管理組合として修繕・改修/建替え/売却を検討することの合意 

ステップⅡ：検討段階 

⑤管理組合における検討組織の設置（｢再生検討委員会｣等） 
⑥専門家（コンサルタント等）の選定
⑦現状把握
⑧修繕・改修か建替えか売却かの総合的な検討 
⑨再生方針決議（ルート１）
⑨'再生方針決議（ルート２）
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マンション等売却実務マニュアル・目次案（１／４） 更新

見直し・充実

○ 推進決議までの進め方の全体像を整理している「マンション再生
等手法の比較検討マニュアル」とも連動しながら、本マニュアルでは、
推進決議以降の進め方の全体像を記載している旨を記載。

○ 現行のステップⅠ（準備段階）及びステップⅡ（検討段階）
は、「①マンション再生手法の比較検討マニュアル」に移設し、記
載を充実。

削除

○ 現行のマンション敷地売却事業は、建替えを前提として特定要除却マンションの除却を行うため、推進決議の段階で買受人が選定されていたところ。

○ 他方、今回の法改正で創設されたマンション等売却事業については、要除却等認定の取得は任意であり、除却を前提としないため、推進決議後に買受
人を選定した後、建物敷地売却決議又は建物取壊し敷地売却決議が行われることとなっており、法改正に伴う事業の流れの見直しについて記載。



マンション等売却実務マニュアル（案）
マンション敷地売却ガイドライン

（令和４年３月改訂）

第２章 マンション等売却のプロセス・法定手続き

２．１ 推進決議～売却決議までの進め方
２．１．１ 推進決議までの合意形成の基本的な進め方
２．１．２ 管理組合における計画組織の設置
２．１．３ 買受人の選定
２．１．４ 売却計画の検討と意見交換による計画の調整・修正

２．１．５ 非賛成者への対応
２．１．６ 関係地方公共団体及び近隣住民との協議

２．２ 区分所有法に基づく建物敷地売却決議及び建物取壊し敷地売却決議

２．２．１ 売却決議集会の招集に関する手続き
（１）集会の招集前の準備事項
（２）招集通知の発出時期
（３）招集通知の通知事項
（４）招集通知の通知事項に関する説明会の開催 

２．２．２ 売却決議の成立要件と決議において定めるべき事項

（１）決議の成立要件と決議において定めるべき事項
（２）決議の成立の効果・効果の及ぶ範囲
（３）決議実施の留意点 
（４）売却決議後の売却代金の見込み額の減額と決議における対応

ステップⅢ：計画段階

⑩管理組合における計画組織の設置
（「建替え等計画委員会」等）（ルート１）

⑩'管理組合における計画組織の設置
（「売却計画委員会」等）（ルート２） 

⑪デベロッパー等の選定、建替え等手法の検討・選択（ルート１） 

⑪'デベロッパー等（買受人となるべき者）の選定（ルート２） 
⑫売却推進決議
⑬除却の必要性に係る認定（耐震性不足等の認定） 
⑭買受計画の認定

⑮マンション敷地売却決議
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マンション等売却実務マニュアル・目次案（２／４） 更新

見直し・充実

○ 「マンション再生等手法の比較検討マニュアル」で記載している推
進決議までの合意形成の進め方も含め、検討の進め方の全体像
を記載。

○ 現行のマンション敷地売却事業とは異なり、推進決議以降に買
受人が選定される流れとなった旨を記載。



マンション等売却実務マニュアル（案）
マンション敷地売却ガイドライン

（令和４年３月改訂）

２．２ 区分所有法に基づく建物敷地売却決議及び建物取壊し敷地売却決議

２．２．３ 売却決議成立から売却合意までの手続き
（１）未賛同者への催告
（２）売渡し請求の実施
（３）売渡し請求における時価 
（４）売渡し請求の実施の留意点

２．３ マンション再生円滑化法に基づく事業実施の手続き
２．３．１ マンション再生円滑化法に基づく事業実施のフロー

２．３．２．除却等計画の認定
（１）除却等計画の認定
（２）除却等計画の認定基準
（３）除却等計画の実施と報告

２．３．３ 売却組合の設立と組織・運営
（１）売却合意者（発起人）による定款及び事業計画の作成
（２）売却組合設立の認可申請
（３）売却組合設立から売渡し請求までの手続き
（４）売却組合の組織と運営

２．３．４ 分配金取得計画の策定及び認可
（１）分配金取得計画の決議までに行っておくべきこと
（２）分配金取得計画の決定・認可

２．３．５ 売却マンション又は除却敷地売却マンションの明渡し
  から売却組合の解散まで

（１）明渡しから買受人との売買契約・引渡しまでの手続き
（２）除却敷地売却マンションの除却の実施
（３）売却組合の解散手続き

⑮マンション敷地売却決議

ステップⅣ：売却段階

⑯マンション敷地売却組合の設立認可

⑰組合から反対区分所有者への売渡し請求 

⑱分配金取得計画の決定・認可 

⑲組合がマンションと敷地の権利を取得 
⑳買受人にマンションと敷地を売却、組合の解散 
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マンション等売却実務マニュアル・目次案（３／４） 更新

見直し・充実

○ 現行のマンション敷地売却事業における買受計画の位置づけが
変更され、売却後に取壊しを予定している場合には除却等計画
の作成が必要である旨の説明を充実。

○ 売却決議における、買受人の選定に関しての記載を充実。

○ 売渡し請求の時価の考え方について追記【論点６】。

○ 賃貸借等終了請求の手続き等について追記【論点５】。



マンション等売却実務マニュアル（案）
マンション敷地売却ガイドライン

（令和４年３月改訂）

２．４ 登記
２．４．１ 不動産登記の基本事項
２．４．２ マンション等売却事業における登記手続き
２．４．３ 不動産所得税の免税措置・軽減措置

２．５ 売却事業に関係する手続き
２．５．１ 除却等の必要性に係る認定（要除却等認定）
２．５．２ その他

ステップⅤ：建替段階
㉑買受人がマンションを除却
㉒買受人が再建マンション等を建設

（新設）

（新設）
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マンション等売却実務マニュアル・目次案（４／４） 更新

見直し・充実

○ 今回の法改正により買受人による除却が必須ではなくなったことを
踏まえ、「ステップⅤ：建替段階」は削除。

「②マンション再生実務マニュアル」
第２章２．５と並びを取った充実

○ 不動産登記政令の改正を踏まえた登記手続を追記【論点７】。

○ R8年度税制改正要望の結果を踏まえて追記。

○ 許認可等に関する申請者側での留意事項を記載。

○ 要除却等認定に関連して、今回の法改正により、要除却等認定
マンションの建替え又は更新を行う場合には、特定行政庁の許可
による高さ制限の特例が追加された旨を記載。

○ 令和７年内に発出予定の高さ制限の緩和に係る技術的助言
（許可準則）の内容についても盛り込む予定。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．マンション除却事業の解説



マンション除却事業の解説（案）

序章 本解説の目的と位置づけ

０．１ 本解説の目的
０．２ 本解説の位置づけ

 
第１章 マンション除却の基本 

１．１ 用語の定義 
１．２ 管理組合の段階における解体費用の確保

１．３ マンション除却の考え方

第２章 マンション除却の基本的な進め方・法定手続き

２．１ 建物取壊し決議の法定手続き
２．１．１ 建物取壊し決議前の準備
２．１．２ 区分所有法に基づく建物取壊し決議
２．１．３ 建物取壊し決議の成立要件と決議において定めるべき事項

２．１．４ 建物取壊し決議成立から取壊し合意までの手続き

２．２ マンション再生円滑化法に基づく事業実施の手続き
２．２．１ マンション再生円滑化法に基づく事業実施のフロー
２．２．２ 除却組合の設立と組織・運営
２．２．３ 補償金支払計画の策定及び認可
２．２．４ 除却マンションの明渡しから除却組合の解散まで

２．３ 登記
２．３．１ 不動産登記の基本事項
２．３．２ マンション除却事業における登記手続き
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マンション除却事業の解説・目次案 新規

○ 取壊し後の活用方法が未定である場合や、定期借地権付きマンションを取り壊す場合等に活用が想定されるマンション除却事業について、活用の場面
に応じた建物取壊し決議までの流れ、再生法に基づく除却事業の具体的な手続等を解説。

○ 建物取壊し決議の円滑化のためには、管理組合の段階で解体
費用の積立、一時金としての解体費用の徴収等が重要である旨
を記載。

○ 除却事業の活用が想定される主な場面に応じた進め方を記載予
定。

 ・売却決議を目指していたが、買受人が当面見つからないため、一 
旦取り壊す必要がある場合

 ・定期借地権付きマンションを取り壊す必要がある場合
 ・老朽化、局地的な被災等により、速やかな取壊しが必要な場合

○ 建物取壊し決議後の売渡し請求の時価の考え方について追記
【論点６】。

○ 賃貸借終了請求等の手続について追記【論点５】。

○ 不動産登記政令の改正を踏まえた登記手続を追記【論点７】。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

５．マンション改修マニュアル



マンション改修マニュアル（案）
改修によるマンション再生手法に関するマニュアル

（平成16年６月公表、令和３年９月改訂）

序章 本マニュアルの目的と位置づけ

０．１ 本マニュアルの目的
０．２ 本マニュアルの位置づけ

第１章 マンション管理の基本と改修の重要性

１．１ マンション管理の主体－管理組合
１．２ マンションの維持保全の仕組み
１．３ 改修の重要性
１．４ 改修工事の基本的考え方
１．５ 改修工事の進め方
１．６ マンションの共用部分・専有部分の基本区分と本マニュ

アルで扱う改修工事の対象 

第２章 計画修繕工事項目別の改修の考え方

２．１ 計画修繕工事項目別の改修の主な内容

２．２ 計画修繕工事項目別の改修の具体的内容・工法等 
２．２．１ 建築工事
２．２．２ 機械設備工事
２．２．３ 電気設備工事
２．２．４ その他工事
２．２．５ 外構・土木工事

（新設）

第１章 マンション管理の基本と改修による再生の重要性

１．１ マンション管理の主体－管理組合
１．２ マンションの維持保全の仕組み
１．３ 改修の重要性
１．４ 改修工事の基本的考え方
１．５ 改修工事の進め方
１．６ マンションの共用部分・専有部分の基本区分と本マニュ

アルで扱う改修工事の対象 

第２章 計画修繕と既存性能をグレードアップする改良工事

２．１ 計画修繕工事と既存性能をグレードアップする改良工事
の主な内容 

２．２ 計画修繕の概要と改良工事の具体的内容・工法等 
２．２．１ 建築工事
２．２．２ 機械設備工事
２．２．３ 電気設備工事
２．２．４ その他工事
２．２．５ 外構・土木工事
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マンション改修マニュアル・目次案（１／３）

新規

統合

○ 他マニュアル等も含めた本マニュアルの位置づけを整理。

更新

○ 建築技術の進展やマンションの高層化・大規模化への対応、脱炭素化の実現や頻発する自然災害に対する生活継続性の確保など新たな居住・政策
ニーズに対応する観点から、主に技術的内容について更新・改訂。

○ その他、改正マンション関係法を踏まえた改正事項（決議要件の緩和、建物の更新（一棟リノベーション）の創設等）に関する情報も追記。

○ 本マニュアルで対象とする建築技術の進展、マンションの高層
化・大規模化等への対応に伴う見直し。



マンション改修マニュアル（案）
改修によるマンション再生手法に関するマニュアル

（平成16年６月公表、令和３年９月改訂）

第３章 ニーズに応じた改修工事

３．１ ニーズに応じた改修工事の重要性

３．２ ニーズに応じた改修工事の具体的方法 

（１）耐震性能の向上
（２）バリアフリー性能の向上
（３）省エネ改修
（４）防犯性能の向上
（５）防災性能の向上
（６）住棟内の共用スペース等の整備
（７）共用施設及び屋内環境の整備
（８）建物の更新（一棟リノベーション）

（削る）

第３章 増築・改造等により新たな性能等を付加する改良工事

３．１ 増築・改造等により新たな性能・機能を付加する改良工
事の必要性 

３．２ 新たな性能・機能を付加する改良工事の具体的方法 
（１）住戸面積の拡大 
（２）住棟内の共用スペース等の整備 
（３）共用施設及び屋外環境の整備 
（４）耐震性能の向上
（５）エレベーターの設置

第４章 改修によるマンション性能の総合的改善 

４．１ 改修によるマンション性能の総合的改善 
４．２ 必要とされるマンション性能の総合的改善の内容

（１）耐震性能の総合的改善
（２）バリアフリー性能の総合的改善 
（３）防犯（セキュリティー）性能の総合的改善 
（４）省エネ・エコロジー性能の総合的改善 
（５）情報通信性能の総合的改善 
（６）建物生活空間の総合的改善 
（７）屋外環境の総合的改善 21

マンション改修マニュアル・目次案（２／３）

現行の第３章・第４章
と統合・更新

統合

○ 社会的ニーズの変化等を踏まえ、技術情報や事例を更新・追加。

○ 「（１）耐震性能の向上」については、現行の「マンション耐震
化マニュアル」との統合を行い、耐震診断、耐震改修等についての
解説を充実。

○ 「（８）建物の更新（一棟リノベーション）」については、住戸
（専有部分）の２戸１戸化等による住戸面積の変更等を希望
する場合に、改修と比較検討すべき手法となり得る旨を記載。



マンション改修マニュアル（案）
改修によるマンション再生手法に関するマニュアル

（平成16年６月公表、令和３年９月改訂）

第４章 建築モデル別の改修工事の考え方

４．１ 建築時期別の標準的な性能・仕様及び維持管理上の現状と課題 

４．２ 建築モデル別の想定改修パターン
（１）1970年頃以前・1971～1980年頃のマンションにおけ

る改修の考え方
（２）1981～1990年頃のマンションにおける改修の考え方
（３）1991～2000年頃のマンションにおける改修の考え方

参考 法律上の手続きと補助・融資等の制度 

＜参考１＞マンション改修に関する建築基準関係規定上の手続き 
＜参考２＞マンション改修に関する改正区分所有法上等の手続き 
＜参考３＞耐震改修工事に係る補助及び税制特例 
＜参考４＞住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資 
＜参考５＞マンションの居住環境改善に係る自治会活動に対する補助事業

（新設）

参考 法律上の手続きと補助・融資等の制度 

＜参考１＞マンション改修に関する建築基準関係規定上の手続き 
＜参考２＞マンション改修に関する区分所有法上等の手続き 
＜参考３＞耐震改修工事に係る補助及び税制特例 
＜参考４＞住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資 
＜参考５＞マンションの居住環境改善に係る自治会活動に対する補助事業
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マンション改修マニュアル・目次案（３／３）

新規

統合

○ 建築時期区分や住棟形式ごとの標準的な性能・仕様を踏まえ、
想定改修パターンを例示。

○ また、今回の法改正により新たな再生手法として創設された「建
物の更新（一棟リノベーション）」について、その基本的考え方や
事例を記載。

○ 改修パターン例等と併せて、従前・従後の性能の変化の見える
化（ポジショニングマップの活用）や、改修後の維持管理の考え
方を例示。

○ 改正建築基準法との関係（建築確認の要否、既存不適格建
築物の場合の現行規定の遡及適用の要否）について整理。

○ また、改正区分所有法による、共用部分の変更決議の多数決
要件の緩和等を記載。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

６．団地型マンション再生等マニュアル



「①比較検討マニュアル」を参照

団地型マンション再生等マニュアル・目次案の全体像 統合再編

団地型マンション再生等マニュアル（案）

序章 本マニュアルの目的と位置づけ

０．１ 本マニュアルの目的
０．２ 本マニュアルの位置づけ
０．３ 他のマニュアルとの関係

第１章 団地型マンションの再生等の概略

１．１ 団地型マンションとは
（１）団地型マンションの形式（本マニュアルで取扱う団地）
（２）団地型マンションの管理方式

１．２ 法改正の概要
１．３ 再生等の進め方と各手法の概要

第２章 推進決議までの合意形成の進め方の解説

２．０ 概論 推進決議までの合意形成の基本的な進め方
２．１ ステップ１ 準備段階：再生等の提起のための検討
２．２ ステップ２ 検討段階：再生等の構想とその必要性の検討

再生編 売却編 改修編 敷地分割編
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○ 団地型マンションの再生等のためのプロセス全体を解説。（単棟型と同様の部分はそれぞれの単棟型のマニュアルを
参照し、団地型マンション特有の内容を解説）

○ 本マニュアルは、主として建替え等による団地型マンションの再
生等を目的としているため、区分所有法で定める団地の中でも、
一括建替え決議等の対象となり得る一定の条件に該当するも
のを、「団地型マンション」として取扱う旨を明示。

○ 団地型マンションに関連する内容に差し替え

○ 団地型マンションにおける再生等の実施方式（単位）として、
２通りの進め方（全棟／各棟）があることを踏まえて、合意形
成の進め方を整理。

※ 団地特有の内容のボリュームが少
ない場合には、⑤本体に統合

「敷地分割ガイドライン」を移設「③売却実務マニュアル」を参照「②再生実務マニュアル」を参照 「⑤改修実務マニュアル」を参照



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

７．マンション再生事業等に関する認可等マニュアル



マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

序章 本マニュアルの目的と位置づけ

０．１．本マニュアルの目的
０．２．本マニュアルの位置づけ

第１章 マンション再生法における地方公共団体の役割

１．１．地方公共団体の役割
１．２．事業認可等に当たってのスタンス

第２章
マンション再生事業

第３章
マンション等売却事業

第４章
マンション除却事業

第５章
敷地分割事業

2.1 事務の概要
2.1.1 事業の概要
2.1.2 事務の概要

2.2 組合設立の認可等
2.2.1 組合設立の認可
2.2.2 事業計画の縦覧と意見書の処理

2.2.3 組合設立認可の公告
2.2.4 図書の送付・縦覧
2.2.5 理事長の氏名等の公告
2.2.6 定款・事業計画の変更の認可
2.2.7 個人施行の事業認可

2.3 権利変換計画の認可
2.3.1 権利変換計画認可
2.3.2 権利変換計画変更認可

2.4 管理規約の認可

2.5 組合の解散
2.5.1 組合解散認可
2.5.2 清算後の決算報告書の承認

2.6 組合等に対する指導・監督等

3.1 事務の概要
3.1.1 事業の概要
3.1.2 事務の概要

3.2 除却等計画の認定
3.2.1 除却等計画の認定
3.2.2 除却等計画変更の認定
3.2.3 認定買受人への報告徴収等

3.3 組合設立の認可等
3.3.1 組合設立の認可

3.3.2 組合設立認可の公告

3.3.3 理事長の氏名等の公告
3.3.4 定款・資金計画の変更の認可

3.4 分配金取得計画の認可
3.4.1 分配金取得計画認可
3.4.2 分配金取得計画変更認可

3.5 組合の解散
3.5.1 組合解散の認可
3.5.2 清算後の決算報告書の承認

3.6 組合に対する指導・監督等

4.1 事務の概要
4.1.1 事業の概要
4.1.2 事務の概要

4.2 組合設立の認可等
4.2.1 組合設立の認可

4.2.2 組合設立認可の公告

4.2.3 理事長の氏名等の公告
4.2.4 定款・資金計画の変更の認可

4.3 補償金支払計画の認可
4.3.1 補償金支払計画認可
4.3.2 補償金支払計画変更認可

4.4 組合の解散
4.4.1 組合解散の認可
4.4.2 清算後の決算報告書の承認

4.5 組合に対する指導・監督等

5.1 事務の概要
5.1.1 事業の概要
5.1.2 事務の概要

5.2 組合設立の認可等
5.2.1 組合設立の認可
5.2.2 事業計画の縦覧と意見書の処理

5.2.3 組合設立認可の公告
5.2.4 図書の送付・縦覧
5.2.5 理事長の氏名等の公告
5.2.6 定款・事業計画の変更の認可

5.3 敷地権利変換計画の認可
5.3.1 敷地権利変換計画認可
5.3.2 敷地権利変換計画変更認可

5.4 組合の解散
5.4.1 組合解散の認可
5.4.2 清算後の決算報告書の承認

5.5 組合に対する指導・監督等
26

マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案の全体像 新規

売却事業のみ

再生事業のみ

○ 各事業の手続に沿って、都道府県知事等が行う認可等の事務
について、申請図書、審査のポイント、留意事項等を解説。

○ 再生事業については、「建替え実務マニュアル」の第３章の内容を
移設・充実して作成。それ以外の事業については、新規作成。



マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

序章 本マニュアルの目的と位置づけ

０．１．本マニュアルの目的
０．２．本マニュアルの位置づけ

第１章 マンション再生法における地方公共団体の役割

１．１．地方公共団体の役割
１．１．１．都道府県知事等
１．１．２．市町村長
１．１．３．特定行政庁

１．２．事業認可等に当たってのスタンス

第２章 マンション再生事業に関する都道府県知事等の事務

２．１．マンション再生事業に関する事務の概要
２．１．１．マンション再生事業の概要
２．１．２．マンション再生事業に関する事務の概要

２．２．マンション再生組合の設立の認可等
２．２．１．マンション再生組合の設立の認可
（１）マンション再生組合設立認可申請に必要な要件
（２）マンション再生組合設立認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）審査のポイントと留意点

１）申請手続きの適法性
①再生組合の設立手続きを行える者
②組合設立についての集会の決議
③隣接するマンションとの共同建替え

２）再生決議の要件への該当性
３）定款又は事業計画の決定手続又は内容の適法性
①定款
②事業計画
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案（１／７） 新規

○ 客観的事由に該当するとして３／４で建物更新決議を行った
場合には、マンション更新事業により、当該事由を解消する計画と
なっていることを確認する旨を記載。

○ 組合設立認可申請の要件が、再生合意者の個別同意の方式
から、再生合意者集会による決議方式に改正されたことを踏まえて、
内容を見直し。

○ これを踏まえ、各区分所有者の同意書（＋印鑑証明）ではなく、
集会の議事録や再生合意者名簿など集会の決議要件を確認す
るための書類により確認する旨を記載。

○ 「再生決議の要件への該当性（再生法第12条第１項第２
号）」について、基本的には、客観的事由に該当するとして決議要
件を緩和した場合を念頭に置いた規定である旨、その点を踏まえた
行政側での確認範囲、求めるべき提出書類等について記載。
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案（２／７）

マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

（４）審査のポイントと留意点（続き）
４）隣接施行敷地の状況の確認
５）施行再建マンションの住戸規模等の適合性
６）事業遂行に必要な経済的基礎・能力

（５）特定行政庁への協議（再生決議の要件への該当性）
２．２．２．事業計画の縦覧と意見書の処理
（１）事業計画の縦覧
（２）事業計画に対する意見書の処理

２．２．３．再生組合設立認可の公告
２．２．４．図書の送付・縦覧
２．２．５．理事長の氏名等の公告
２．２．６．定款・事業計画の変更の認可
２．２．７．個人施行のマンション再生事業の認可

２．３．権利変換計画の認可
２．３．１．権利変換計画の認可
（１）権利変換計画の認可申請に必要な要件
（２）権利変換計画認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）権利変換計画に定める内容
（５）審査のポイントと留意点

１）申請手続き又は法定手続きの適法性
２）再生決議等の内容との適合性・権利変換計画の変更
３）争いがある権利に関する取扱い

２．３．２．権利変換計画の変更の認可

２．４．管理規約の認可

２．５．再生組合の解散
２．５．１．再生組合の解散の認可
２．５．２．清算後の決算報告書の承認

２．６．再生組合等に対する指導・監督等

新規

○ 住戸面積基準への適合性に関して、「単身者向け住戸」及び
「特別の事業によりやむを得ないと地方公共団体が認める住戸」の
判断基準、求めるべき提出書類等を明記。

○ 客観的事由に該当するとして、再生決議要件を緩和した場合に
おける特定行政庁への協議範囲、協議の進め方等について記載。

○ 事業計画における収支均衡や、収入面における実現可能性等を
確認する旨を記載。建物更新事業についても、建替事業との収支
構造の異同も踏まえて具体的に記載。
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案（３／７）

マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

第３章 マンション等売却事業に関する都道府県知事等の事務

３．１．マンション等売却事業に関する事務の概要
３．１．１．マンション等売却事業の概要
３．１．２．マンション等売却事業に関する事務の概要

３．２．除却等計画の認定
３．２．１．除却等計画の認定
（１）除却等計画の認定申請の提出書類
（２）認定基準
（３）除却等計画に記載しなければならない事項

３．２．２．除却等計画の変更の認定
３．２．３．認定買受人への報告徴収等

３．３．マンション等売却組合の設立の認可等
３．３．１．マンション等売却組合の設立の認可
（１）マンション等売却組合設立認可申請に必要な要件
（２）マンション等売却組合設立認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）審査のポイントと留意点

１）申請手続きの適法性
①売却組合の設立手続きを行える者
②組合設立についての集会の決議

２）売却決議の要件への該当性

３）定款又は資金計画の決定手続又は内容の適法性
①定款
②資金計画

４）売却事業の必要性（居住者の居住環境の改善の観点）

５）事業遂行に必要な経済的基礎・能力

６）除却等計画又は要除却等認定基準への非該当性

新規

○ 再生法第108条第１項第６号の基準の審査について、①除却
等計画がある場合と、②除却等計画がない場合に分けて記載。

○特に、②の場合における要除却等認定基準に該当しないことについ
て、行政側での確認範囲、求めるべき提出書類等について記載。

○ 組合設立認可申請の要件が、売却合意者の個別同意の方式
から、売却合意者集会による決議方式に改正されたことを踏まえて、
内容を見直し。

○ これを踏まえ、売却合意者の同意書（＋印鑑証明）ではなく、
集会の議事録や再生合意者名簿など集会の決議要件を確認す
るための書類により確認する旨を記載。

○ 「売却決議の要件への該当性（再生法第108条第１項第２
号）」について、基本的には、客観的事由に該当するとして決議要
件を緩和した場合を念頭に置いた規定である旨、その点を踏まえた
行政側での確認範囲、求めるべき提出書類等について記載。

○ マンション敷地売却事業（建物取壊し敷地売却決議）において
は、除却費用が必要となることを前提に、資金計画の収支均衡や
収入面の実現可能性を確認する必要がある旨を記載。
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案（４／７）

マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

３．３．１．マンション等売却組合の設立の認可（続き）
（５）特定行政庁への協議

１）売却決議の要件への該当性
２）要除却等認定基準への非該当性

３．３．２．マンション等売却組合設立認可の公告
３．３．３．理事長の氏名等の公告
３．３．４．定款・資金計画の変更の認可

３．４．分配金取得計画の認可
３．４．１．分配金取得計画の認可
（１）分配金取得計画の認可申請に必要な要件
（２）分配金取得計画認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）分配金取得計画に定める内容
（５）審査のポイントと留意点

１）申請手続き又は法定手続きの適法性
２）売却決議等の内容との適合性・分配金取得計画の変更
３）争いがある権利に関する取扱い

３．４．２．分配金取得計画の変更の認可

３．５．マンション等売却組合の解散
３．５．１．マンション等売却組合の解散の認可
３．５．２．清算後の決算報告書の承認

３．６．マンション等売却組合に対する指導・監督等

新規

○ 客観的事由に該当するとして、売却決議要件を緩和した場合に
おける特定行政庁への協議範囲、協議の進め方等について記載。

○ 要除却等認定基準への非該当性を確認する場合における、特
定行政庁への協議範囲、協議の進め方等について記載。
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案（５／７）

マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

第４章 マンション除却事業に関する都道府県知事等の事務

４．１．マンション除却事業に関する事務の概要
４．１．１．マンション除却事業の概要
４．１．２．マンション除却事業に関する事務の概要

４．２．マンション除却組合の設立の認可等
４．２．１．マンション除却組合の設立の認可
（１）マンション除却組合設立認可申請に必要な要件
（２）マンション除却組合設立認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）審査のポイントと留意点

１）申請手続きの適法性
①組合の設立手続きを行える者
②組合設立についての集会の決議

２）取壊し決議の要件への該当性
３）定款又は資金計画の決定手続又は内容の適法性
①定款
②資金計画

４）除却事業の必要性（居住者の居住環境の改善の観点）
５）事業遂行に必要な経済的基礎・能力

（５）特定行政庁への協議（取壊し決議の要件への該当性）
４．２．２．マンション等売却組合設立認可の公告
４．２．３．理事長の氏名等の公告
４．２．４．定款・資金計画の変更の認可

４．３．補償金支払計画の認可
４．３．１．補償金支払計画の認可
（１）補償金支払計画の認可申請に必要な要件
（２）補償金支払計画認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）補償金支払計画に定める内容

新規

○ 売却による収入がないこと、除却費用が必要となることを前提に、
資金計画の収支均衡や収入面の実現可能性を確認する必要が
ある旨を記載。

○ 組合設立要件の確認や、取壊し決議の要件への該当性の確認、
特定行政庁への協議等については、建替事業や売却事業と同様
に記載。
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案（６／７）

マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

４．３．１．補償金支払計画の認可（続き）
（５）審査のポイントと留意点

１）申請手続き又は法定手続きの適法性
２）取壊し決議の内容との適合性・補償金支払計画の変更
３）争いがある権利に関する取扱い

４．３．２．補償金支払計画の変更の認可

４．４．除却組合の解散
４．４．１．除却組合の解散の認可
４．４．２．清算後の決算報告書の承認

４．５．除却組合に対する指導・監督等

第５章 敷地分割事業に関する都道府県知事等の事務

５．１．敷地分割事業に関する事務の概要
５．１．１．敷地分割事業の概要
５．１．２．敷地分割事業に関する事務の概要

５．２．敷地分割組合の設立の認可等
５．２．１．敷地分割組合の設立の認可
（１）敷地分割組合設立認可申請に必要な要件
（２）敷地分割組合設立認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）審査のポイントと留意点

１）申請手続きの適法性
①敷地分割組合の設立手続きを行える者
②組合設立についての集会の決議

２）敷地分割決議の要件への該当性
３）定款又は事業計画の決定手続又は内容の適法性
①定款
②資金計画

新規

○ 敷地分割事業については、再生法上でも引き続き、要除却等認
定マンションについてのみ事業実施が容認されている旨を記載。
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル・目次案（７／７）

マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

（４）審査のポイントと留意点（続き）
４）敷地分割の必要性
５）敷地分割の境界線上に建物が存在しないこと
６）事業遂行に必要な経済的基礎・能力

５．２．２．事業計画の縦覧と意見書の処理
（１）事業計画の縦覧
（２）事業計画に対する意見書の処理

５．２．３．敷地分割組合設立認可の公告
５．２．４．図書の送付・縦覧
５．２．５．理事長の氏名等の公告
５．２．６．定款・事業計画の変更の認可

５．３．敷地権利変換計画の認可
５．３．１．敷地権利変換計画の認可
（１）敷地権利変換計画の認可申請に必要な要件
（２）敷地権利変換計画認可申請の提出書類
（３）認可基準
（４）敷地権利変換計画に定める内容
（５）審査のポイントと留意点

１）申請手続き又は法定手続きの適法性
２）敷地分割決議等の内容との適合性・敷地権利変換計画の変更
３）争いがある権利に関する取扱い

５．３．２．敷地権利変換計画の変更の認可

５．４．敷地分割組合の解散
５．４．１．敷地分割組合の解散の認可
５．４．２．清算後の決算報告書の承認

５．５．敷地分割組合に対する指導・監督等

付録 様式集（省令様式・参考様式）

新規

○ 再生法施行規則（省令）では規定していない参考様式（例：
再生組合設立認可申請書）等についても記載予定。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

８．要除却等認定実務マニュアル・目次案



要除却等認定実務マニュアル（案） 要除却認定実務マニュアル（令和６年６月改訂）

１ 本マニュアルの目的と位置づけ 

１．１ 本マニュアルの目的

１．２ マンション再生円滑化法に伴う要除却等認定の見直し 

１．３ 改正区分所有法の客観的事由との関係

１．４ 本マニュアルの適用範囲

１．５ 要除却等認定制度の活用にあたっての留意事項

１．６ 要除却等認定を受けて新たに建築されるマンションに関する留意事項 

２ 要除却等認定基準の概要と調査・判定方法 

２．１ 耐震性不足
２．１．１ 基準概要
２．１．２ 調査資格者
２．１．３ 調査・判定方法

２．２ 火災安全性不足
２．２．１ 基準概要 
２．２．２ 調査資格者 
２．２．３ 調査・判定方法 

２．３ 外壁等剥落危険性
２．３．１ 基準概要
２．３．２ 調査資格者
２．３．３ 判定式による調査・判定方法
２．３．４ 判定式によらない方法の例

１ マニュアル策定の目的と位置づけ 

１．１ マニュアル策定の目的

１．２ マンション建替円滑化法の改正 

１．３ マニュアルの適用範囲

１．４ 要除却認定制度の活用にあたっての留意事項

１．５ 要除却認定を受けて新たに建築されるマンションに関する留意事項 

２ 要除却認定基準の概要と調査・判定方法 

２．１ 火災安全性不足
２．１．１ 基準概要 
２．１．２ 調査資格者 
２．１．３ 調査・判定方法 

２．２ 外壁等剥落危険性
２．２．１ 基準概要
２．２．２ 調査資格者
２．２．３ 判定式による調査・判定方法
２．２．４ 判定式によらない方法の例
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要除却等認定実務マニュアル・目次案（１／３） 更新

○ 更新後のマニュアルには、今回の法改正に伴う要除却等認定の見直し（認定内容の拡充及び認定を受けた場合の法的効果の変更）や改正区分所有
法の客観的事由との関係（要除却等認定を受けることで、決議要件を緩和する客観的事由ヘの該当性の根拠材料として活用可能である旨）を記載。

新規

2.5から移設・充実



要除却等認定実務マニュアル（案） 要除却認定実務マニュアル（令和６年６月改訂）

２．４ 配管設備腐食等
２．４．１ 基準概要 
２．４．２ 調査資格者
２．４．３ 調査・判定方法

２．５ バリアフリー不適合
２．５．１ 基準概要
２．５．２ 調査資格者 
２．５．３ 調査・判定方法

（移設）

２．６ デジタル技術を活用した調査・判定方法

３ 要除却等認定の申請手続き 

３．１ 専門家の選定 

３．２ 要除却等認定申請のための決議

３．３ 認定の申請
３．３．１ 共通事項
３．３．２ 国土交通大臣の定める基準に適合していないこと

又は該当することを証する書類（参考様式）

４ 要除却等認定の審査手順

４．１ 共通事項

４．２ 各認定事項
４．２．１ 耐震性不足
４．２．１ 火災安全性不足
４．２．２ 外壁等剥落危険性
４．２．３ 配管設備腐食等
４．２．４ バリアフリー不適合

２．３ 配管設備腐食等
２．３．１ 基準概要 
２．３．２ 調査資格者
２．３．３ 調査・判定方法

２．４ バリアフリー不適合
２．４．１ 基準概要
２．４．２ 調査資格者 
２．４．３ 調査・判定方法

２．５ 耐震性不足

２．６ デジタル技術を活用した調査・判定方法

３ 要除却認定の申請手続き 

３．１ 専門家の選定 

３．２ 要除却認定申請のための決議

３．３ 認定の申請
３．３．１ 共通事項
３．３．２ 国土交通大臣の定める基準に適合していないこと

又は該当することを証する書類（参考様式）

４ 要除却認定の審査手順

４．１ 共通事項

４．２ 各認定事項

４．２．１ 火災安全性不足
４．２．２ 外壁等剥落危険性
４．２．３ 配管設備腐食等
４．２．４ バリアフリー不適合
４．２．５ 耐震性不足（参考）

要除却等認定実務マニュアル・目次案（２／３） 更新
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○順番入替え、
記載を充実



要除却等認定実務マニュアル（案） 要除却認定実務マニュアル（令和６年６月改訂）

５ 要除却等認定マンションへの努力義務等

５．１ 区分所有者の除却等の努力義務

５．２ 都道府県知事等による除却等に係る指導・助言、指示等

６ 要除却等認定マンションの特例

６．１ マンション建替型総合設計制度（容積率等の特例）

６．２ 住宅金融支援機構（JHF）による除却等資金への融資

７ 申請様式等

７．１ 認定申請様式
７．２ 調査報告様式（参考様式）

8 関係法令

５ 申請様式等

５．１ 認定申請様式
５．２ 調査報告様式（参考様式）

６ 関係法令

要除却等認定実務マニュアル・目次案（３／３） 更新

○ 決議要件の緩和目的の要除却等認定が増加することで、除却
等に至らないケース（認定は受けたものの、再生決議が不調に終
わるケース）が増加することも考えられる。

○そうしたケースをはじめ、予定通り除却等に至らないマンションへの対
応として、
・都道府県知事等による指導助言等が可能である旨とその手続き
・耐震改修等により要除却等認定基準に該当しなくなった場合は、
除却等の必要はなくなる旨 等を記載

37

新規

新規

○ 特例の拡充・創設を踏まえて、制度の概要を追記。
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